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書かれた Nkinyangi and Mbindiyo（1982）などの他に，研究者による論文と
しては，ケニアにおけるろう者のための教育を概観した Kiyanga and Moores 
（2003）や児童法（2001年）と障害者法（2003年）が障害児の教育にもたらし
た影響を論じた Ndurumo（2005）などがある。また，ケニアの障害者のおか
れている実態を報告したものとして，アフリカ盲人同盟（African Union of the 


















































































54.7 45.3  4.3
知的障害
Mental
54.3 45.7  6.5
自立生活困難
self-care 
55.2 44.8  8.7
その他
Others
45.5 54.5  4.3
全障害 49.6 50.4  100
（出所）　NCAPD and KNBS（2008, 22）に基づき筆者作成。
表4－2　障害者統計（2008）で障害者の割合が高い州
順位 州（Province） 比率
1 ニャンザ Nyanza 6.8％
2 コースト Coast 5.2％
3 セントラル Central 5.2％
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団体を束ねているケニア障害者統一連合（United Disabled Persons of Kenya: 
UDPK）のほか，ケニア身体障害者協会（Association of the Physically Disabled in 
Kenya: APDK），ケニア盲人連盟（Kenya Union of the Blind: KUB），ケニア全国
ろう者協会（Kenya National Association of the Deaf: KNAD），ケニア・アルビニ
ズムの会（Albinism Society of Kenya: ASK）などがある。障害者（児）の親の
会としては，ケニア精神障害者の会（Kenya Society for the Mentally Handi-
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capped），ケニア知的障害者協会（Kenya Association for Intellectually Handi-
capped），障害者の親のネットワーク（Network of Parents of Persons with Dis-
ability），ケニアろう児の親協会（Kenya Association for Parents of the Deaf），ケ











tional Cooperation Agency: （SIDA）などと共同で2005年に実施した調査“Geo-

































































1950年代には，植民地立法府（Colonial Legislative Council: Legco）により，障
害者への特別なサービスを提供するための法令がつくられた⑺。これらの法
令により1953年，ケニア身体障害者協会（the Association for the Physically Dis-
abled of Kenya），1956年にはケニア盲人の会（the Kenya Society for the Blind: 
KSB），1958年ケニアろう児の会（The Kenya Society for Deaf Children: KSDC）
が設立された。また，政府主導とは別に，さまざまな非政府団体も活動を始









































事者による団体の設立が始まる。ケニア身体障害者の会（Kenya Society of the 
Physically Handicapped: KSPH）（1986），ケニア全国ろう者協会（Kenya National 
















draft Bill to the Attorney General.1997）。これが2003年，ケニア初の障害者の人



















国家教育委員会（The National Education Commission，代表者の名前をとって
Gachthi Reportと呼ばれる）が，障害をもつ子どもの早期の検査と行政の介入
を強調した。その結果，教育アセスメント・リソースセンター（Educational 
Assessment and Resource Centre）が全国22か所につくられ，入学前の子どもの
診断が行われるようになった。1986年にはケニア特別教育研究所（Kenya In-







tee on Human Rights）が設立され，ケニアにおける障害者差別を含む人権抑
圧の活動に対するモニターが行われるようになった。この組織はのちに，ケ







第 4 節　障害者法（The Persons with Disabilities Act: PDA）成立
　2003年12月に制定された障害者法（以降 PDAと表記）は障害者に対するす
べての差別を撤廃し，障害者の人権を守るための全部で49条からなる法律で
ある（Republic of Kenya. Act14 of 2003  - Persons with Disabilities）。PDAはケニア
国政府が国連障害者条約を批准する前年の2004年 6 月に発効した。
　まず実施団体として，全国障害者評議会（National Council for Persons with 
Disabilities: NCPWD）が設置され，法律の施行までのスケジュールも明記さ
れた。ジェンダー・スポーツ・文化・社会サービス省（Ministry of Gender 













































5 面談 無料 即時
6 電話相談 面談後 無料 3回の呼び出し音内
※ 苦情申し立て 電子メールまたは書状による 無料 14日以内
7 電子媒体による相談 電子メールまたはショートメッセージ 無料 即時または 1日















































































































































































































































































員に変わった（“Gazette Notice No. 13715”. The Kenya Gazette (Republic of 
Kenya) CXV (147): 4959. 8 October 2013）（新議員は 2名とも肢体不自由）。無
効とされた根拠は，政党が指名者名簿を出すのが遅かったからだという。
③下院議員の12名のうち，誰が障害者代表か明らかにされていないが，ケ
ニア障害者議員協会（Kenya Disabled Parliamentarians Association: KEDIPA）
に所属している議員は 3名（アルビノ 1名，肢体不自由 2名）
　新憲法の下での初の国会である第11回ケニア国会下院（2013年 5 月）にお
ける指名国会議員の政党別の内訳と氏名は表4－5の通りである。



























TNA: The National Alliance（3） Amina Abdalla
Johnson Arthur Sakaja
★ Janet Marania Teiyaa
　（肢体不自由）
ODM: Orange Democratic Movement（3） Oburu Odinga
★ Isacc Mwaura（アルビニズム Albino）
Zulekha Hassan Juma
URP: United Republican Party（3） Korere Sara Paulata
Abdi Noor Mohammed Ali
Sunjeev Kour Birdi
Ford Kenya（1） Patrick Wangamati
WDM: Wiper Democratic Movement（1） ★Bishop Robert Mutemi Mutua
　（肢体不自由）




























西部にニャンゴマ（St Mary’s Primary School for the Deaf - Nyang’oma）とムミア
ス（Mumias School for the Deaf）の二つの初等ろう学校が建てられた⒄。その後，
職業訓練と学業コースの両方を備えたセカンダリーレベルの学校が建てられ
た。現在 St. Joseph’s Technical Institute for the Deaf, Nyang’oma と St. Angela 






















メートルにあるマチャコスという町にろう学校（Machakos School for the Deaf）
第 4章　ケニアにおける障害者の法的権利と当事者運動　143
が設立され，教育省はこの学校を手話で教育を行う最初の学校として認定し


























ら，ケニア手話研究プロジェクトが1991年発足した（Kenya Sign Language Re-
144
search Project: KSLRP）。これは，スウェーデンろう協会（Swedish National As-


























































⑴　ケニア全般の統計に関しては KNBS(Kneya National Bureau of Statistics) 
(2014)を参照。日本語によるケニアの主要なデータは，国際協力機構（2014）
を参照。
⑵　NCAPD and KNBS (2008)。このサーベイの結果をまとめたものとしては，
予備報告（Preliminary report）と本報告がある。他文献では，予備報告を参照
にしていることが多いが，本章では情報がより豊富な main reportを参照する。
⑶　NCAPD and KNBS (2008)では，一項目としてたてられている自立生活困難
（self-care impairment）が，センサス（2009）では身体障害と同一の項目
（Physical/Self Care impairment）にまとめられている。
⑷　全国障害者評議会の会長（当時）Ms. Phoebe A. Nyagudiとの会談，および
非政府機関，ケニア障害者統一連合の代表Ms. Helen Obande氏，ケニア全国
ろう者協会代表 Nickson Kakiri氏との会談より（2013年 8 月）。
⑸　Handicap International (2010) Kenya 2009-2010 Disability Directory 2009-2010 
version. (https://disabilityinclusionandmainstreaming.files.wordpress.com/2010/06/






⑹　ケニア盲人協会 The Kenya Society for the Blindのホームページ　http://www.
ksblind.org/index.php/about-us/history-of-ksb.より。2104年12月10日閲覧。














⑿　当時の University College, Nairobiの Simeon Ominde教授がリーダーとなっ
てケニアの教育制度改革についての提言をおこなった。よってこの委員会は
Ominde Commission，その提言は Ominde Reportと呼ばれる。
⒀　しかし，結局，当選はできず，初の障害者国会議員は生まれなかった。
⒁　その後名称が 2回変更になり，現在は労働・社会保障・サービス省（Minis-
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